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（H23.3.8） 
北陸エアターミナルビル㈱ 

 
空港経営の一体化、民間への経営委託、民営化について 

 
Ⅰ．小松空港の沿革 
  S19.11  舞鶴鎮守府小松飛行場開設 南北 1,500m、東西 1,700m 滑走路 
  S20    米軍接収  S33 同解除 
  S35    北陸エアターミナルビル㈱設立 
  S36.6.11  小松基地航空自衛隊開庁 
    12.18   航空自衛隊と民間航空の共用飛行場の告示 
       （航空法 56 の 4。運輸省告示 437 号） 
  S54.12.12 ソウル国際定期便就航（JAL 週 4 便） 
  S56.9.15  国内線新旅客ターミナルビル竣工（現在地） 
  S59.3.24  国際線新旅客ターミナルビル竣工（ 〃 ） 
  S61.10.1  小松－東京便に日本航空参入（ANA 3、JAL 2） 
  H3.7.15    〃    日本エアシステム参入（東京便上記に JAS 1） 
  H6.7.2   カーゴルックス航空国際貨物専用便就航（週 2 便） 
  H18.12.12 滑走路かさ上げ工事竣工 
      現在に至る 
Ⅱ．小松空港の特色 
  （１）航空自衛隊（F15 等実戦部隊の配置。訓練とスクランブル。）と民間

との共用飛行場。 
      新規路線の就航について制約があるが、管制、滑走路等主要施設

の管理費は民航の存在の有無に拘わらず防衛省が本来的に必要な

経費を負担しているため民航側の負担は少ない。 
  （２）東京便（ANA 5、JAL 6）に特化した空港。 
      ・利用者全体の 80%のシェア 
      ・約 160 万人 全国 8 位（H20 年度）（7 頁参照） 
         ビジネス比率 55% 観光比率 23%（H20 年度ｱﾝｹｰﾄ） 
  （３）欧州ルクセンブルクから国際貨物専用便が週 3 便就航。 
       年間取扱高 9,597t（全国 7 位）（18,000t（H22））（8 頁参照） 
    → 日本海側有数の空港 
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  （４）地域に支えられた空港 
     ①小松空港協議会   会長 石川県知事 会員数 63 人（金沢市他） 
     ②小松空港国際化推進協議会 

会長 石川県商工会議所連合会会頭 
                会員数 43 人 
     ③小松空港国際化推進石川県議会議員連盟 
                会長 石川県議会議員（小松市選挙区） 
                会員数 全議員 45 人 
     ④小松市議会国際交流推進議員連盟 
                会長 小松市議会議長 
                会員数 全議員 24 人 
     ⑤南加賀白山海外誘客推進協議会  
                会長 山中温泉観光協会会長 
                会員数 13 人（山代温泉観光協会他） 
   → 航空路線の開設、誘客促進等空港を地域振興に活かすための活動を

行っている。 
Ⅲ．利用状況       9 頁参照 
 
Ⅳ．空港経営の一体化、民間への経営委託、民営化について 
 １．基本的な視点 

   （１）全国の空港が概成され、今後空港整備費の縮小が見込まれる中、そ

して H19 年度の調査によるとビル等関連施設との経営一体化により

国管理の 28空港のうち赤字空港が 2空港解消される現状を考えると

民間の効率的な経営ノウハウを活かすことにより、黒字転換が容易

となりうる。そして、この黒字を着陸料の引下げ等に充当し、航空

会社が参入しやすい環境づくりをすることにより、日本の航空会社

はもとより多くの海外の航空会社が日本に就航しやすくなり、相互

の交流人口の拡大が図られることは日本の産業の発展にとって非常

に重要なことであり、空港経営の一体化、民間への経営委託、民営

化は基本的には必要なことである。 
   （２）しかし、個々の空港には、この空港特有の事情もあり、たとえ空港

経営の一体化、民営化しても赤字が解消されないといって、この空

港が担うべき役割が無いものと早計に断定し、不必要なものと判断
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することには慎重になるべきである。 
（３）空港経営の一体化は基本的には必要だとしても、これが可能かどう

か、またそれでよいのかどうかは、個々の空港のもつ地域に果たし

ている役割等を十分に精査して判断すべきである。 
 ２．空港の担う役割 
  （１）国民の交通権の確保 
      日本人がどこに住んでいても、1 時間以内に高速交通網の恩恵を

受けることのできる権利は絶対的に必要であり、権利確保に努め

ることは国の責務である。 
     → 国としてこの交通権を担保する為にどのような交通手段が最も好

ましいと考えるのか、基本的な考え方の整理が必要。 
    （２）交流人口の拡大に伴う地域への経済波及効果を確保する為の手段の

ひとつ。 
    → 地域の知恵と工夫と連携した空港利用促進方策の推進が必要 
       ・代理店、各種交通事業者等関係者と連携した利用促進 
       ・ビル、駐車場の適正な利活用 

    （３）黒字転換を果した空港については着陸料の引き下げ等航空会社が就

航しやすい条件整備行うことも検討が必要。 
      → 国内外の旅客便や貨物便の誘致はもとよりLCCの誘致による交流

人口の拡大を図る。 
 ３．小松空港の場合の経営一体化、民間への経営委託：民営化について 

     （１）管制、滑走路の管理等に係る経費については防衛省が国防上の観点

から民航の有無に拘わらず必要最小限の経費を負担しているため当

然といえば当然のことであるが、国管理空港 28 のうち数少ない黒字

空港のひとつ（BS 上の債務内容は除外して） 
     （２）小松空港の管理主体と経費負担は次の通り （10 頁参照） 
        ・管制、滑走路本体              防衛省 
        ・民航側誘導路、エプロン、照明、無線通信施設 国土交通省 
        ・ビル（旅客、貨物）             北陸ｴｱﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ 
        ・駐車場                    空港環境整備協会 
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     （３）防衛省等国管理空港とビル等関連事業者との経営一体化、民営化の

メリット、デメリット 
－防衛省の判断をまたねばならないのは当然のことながら－ 

        ①着陸料収入や管制に係る費用、滑走路の管理費が現行の水準の通

り、経営一体化がなされたと仮定すると空港経営は黒字が積み上

がり前述した通り着陸料の軽減が可能となり、他の空港に比較し

て国際貨物便、LCC の就航に大きなハズミとなり空港は大きく発

展する。 
        ②しかし、小松空港は日本海側唯一の戦闘機部隊の実践基地（第 6

航空団。F15J 40 機ほか）として、また国籍不明機追跡の為のス

クランブル（緊急発進）基地として存続しており、これを廃止す

ることは考えられずこれまでと同様共用飛行場として位置づけら

れると思慮される。そのため滑走路については、一体化または民

営化というのは適切ではないと考える。 
        ③そして、民航側誘導路等は国土交通省が管理しているがこの部分

について経営一体化、民営化はどうかについてであるが、航空機

事故、不法侵入者の排除、除雪などの空港における危機管理を防

衛当局と調整のうえ万全に行うには、民間と防衛省との連携では

なく国土交通省と防衛省のように国同士の連携による対応が最も

効率的且つ円滑にスピードをもって対応できるため、引続き国土

交通省において管理することが適切であると考える。 
        ④そして最後に(財)空港環境整備協会が行う駐車場についてである

が、将来、空港の駐車場事業を一体化の中で検討するとすれば空

港ビルが経営するのが最も効率的である。利用者の為の駐車場の

料金低減についても空港へのバス等交通事業者との調整が必要で

あり、また駐車場利用者からの要望を直接受け適切に対応するた

めには利用者に最も接触する機会の多いビルが経営することが利

用者にとって一番便利である。 
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Ⅴ．経営上努力している点 
 １．今回のリーマンショックを経験して、ビジネス客に特化した小松空港は、

景気変動の波に左右されやすいことが判明 
      東京便 小松空港利用者全体の 80％のウェイト 
          ビジネス客 54.8％ 観光 23.2%（H20 ｱﾝｹｰﾄ） 
          H21／H19 △16.7% H22／H21 ＋4.6% 
     →観光を目的とした利用客層の拡大の必要性 
    ①航空会社と一体となった利用促進キャンペーンの実施 
     ・利用促進月間の設定 
     ・羽田空港乗継便の利用促進 
         リーフレットの作成、新聞広告掲載 
     ・関東圏中学校の修学旅行の誘致（旅行代理店とタイアップ） 
 
    ②アクセス改善 
      国際線利用者への無料駐車場の設置（300 台） 
    ③海外誘客促進協議会による誘客促進 
     ・台湾、韓国、中国代理店への出張 PR（県、観光団体と連携） 
     ・ゴルフ客、スキー客、サイクリング団体、修学旅行等特定目的旅

行客の誘致 
    ④ビル内観光スポットの設置 
     ・国内線到着ロビー ほっとプラザ北陸の設置（H22） 
        伝統工芸品広場 
     ・国際線到着ロビー ミニ日本庭園の設置（H22、兼六園図） 
 ２．小松のまち中の機能を補完 
    ・コマツ JR 小松駅前工場の金沢移転  15 万㎡ 
    ・JR 駅前地元百貨店の閉鎖 
   →コミュニティーの拠点施設としての活用の必要性 
    ①館内イベントの実施 
       アンサンブル金沢ほか 春夏秋冬各 2 回 
       日本 3 名山写真パネル展 1 ヶ月 
       小学生による小松空港絵画コンクール展 
       菊花展 
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    ②季節ごとの臨時売店の設置 
       加賀梨フェア、ボージョレフェア、新酒しぼりたてフェア等 
       年間 20 回、100 日間 
    ③他空港への出張販売 
       H22 静岡 2、仙台 1、福井 1、延 20 日間（H23 も継続） 
    ④航空プラザ（空港隣接地）でのイベント実施への参加 
    ⑤ランウォークの実施参加 
 ３．ビルの経営の現状と今後の見通し 
  （１）旅客ビルの現状と今後の見通し 
    ・売上 1,961 百万 原価 1,641 百万 営業利益 320 百万 
     （H21 年度）   法人税等 134 百万 当期純利益 193 百万 

      H22.3.31 貸借対照表 資本金 700 百万、利益剰余金 1,890 万円 
 ・ビル建設後 30 年経過。今後耐震構造への対応 H26 年度の北陸新幹

線開業後の利用客減少に対する対策として利益剰余金を充当。 
  （２）国際貨物ビルの現状と今後の見通し 
    ・売上 98 百万  原価 192 百万 営業損失 △94 百万 
     （H21 年度）      当期純損失 △68 百万 
     H22.3.31 貸借対照表 
           資本金 1,230 百万、累積欠損金 △423 百万 
    ・リーマンショックの景気悪化から、貨物取扱量の大幅減少し、赤字

が拡大 H21 9,597t／年間 H20 12,053t △20.4% 
    ・H22 リーマンショックが峠を越え、貨物取扱量も徐々に増加。現

在カーゴルックス航空の増便や新規航空会社の就航を働きかけ、赤

字解消を目指している。 
  （３）入居テナントの状況 
        飲食   6 店舗  790 ㎡  売上 356 百万 
        物販   5 店舗  220 ㎡  売上 159 百万 
        直轄物販      669 ㎡  売上 791 百万 
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